
教 育 費
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

372 事 務 局 費 1,700,748 1,593,060 【教育の充実に関する参考指標】
(令和４年５月１日現在)

教 育 委 員 会 国 6,946
区 分 小学校 中学校 義務教育学校 高等学校 特別支援学校

企 画 管 理 室 手 22,987
（公立） （公立） （公立） （県立）

福 利 課 ㊀ 1,563,127
学 校 数 182校 95校 ７校 38校 10校

学 校 支 援 課
生 徒 数 60,448名 29,906名 2,197名 20,180名 1,485名

教 職 員 課
教 員 数 4,591名 2,449名 221名 1,618名 933名

高校の特色づくり
「令和４年度学校基本調査」

推 進 課
教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

学ぶ力はぐくみ課

人権・地域教育課 事 業 名 金 額 内 容

千円 県立高等学校適正化実施計画に基づき、令和５年度までに開・閉校する

高等学校の環境整備

奈良高校、西の京高校、宇陀高校、奈良南高校
県立高等学校適正化

149,643 令和５年度に開校する国際中学校の環境整備
推 進 事 業

吉野高校校舎改修にかかる工事

アドバンストラーニングネットワーク構築及びカリキュラムの開発

拠点校 国際高校

374 教 職 員 人 事 管 理 費 320,159 285,682 地域雇用戦略［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

福 利 課 国 25,506
事 業 名 金 額 内 容

教 職 員 課 手 2,230

財 13 千円 教職員の働き方改革のための取組を実施

㊀ 257,933 スクール・サポート・スタッフを配置する市町村に対し補助

補助率 スクール・サポート・スタッフの配置にかかる経費の4／9

教職員の働き方改革 補助先 奈良市外16市町村、一部事務組合
72,438

推 進 事 業 全ての県立学校に出退勤管理システムを配置

教職員の働き方改革研修会を実施

対象者 県立学校及び公立小中学校の副校長・教頭 260名

「教員の働き方改革」リーフレットを発行し保護者に配布

南部・東部の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

千円 複数市町村における教員等の共同設置に対し補助
南 部 地 域 に お け る

1,764 補助率 へき地学校教員の共同設置にかかる経費の1／2以内
へき地教育振興事業

補助先 上北山村（川上村、東吉野村と教員１名共同設置）
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374 学 校 教 育 推 進 費 446,177 209,930 地域雇用戦略［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

高校の特色づくり 国 90,956
事 業 名 金 額 内 容

推 進 課 手 3,010

学ぶ力はぐくみ課 繰 2,012 キャリア教育・就労 千円 職場実習先の新規開拓を行うキャリア教育コーディネーターを配置
4,931

諸 1,225 支 援 等 充 実 事 業 高等養護学校 ２名

㊀ 112,727

前年度繰越分 前年度繰越分 地域で子どもを健やかに育てる［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

134,500 61,111
事 業 名 金 額 内 容

当該年度分 当該年度分

311,677 148,819 千円 就学前教育センターの運営
就学前教育推進事業 1,042

翌年度へ繰越 地域リーダーによる地域での研修体制構築への支援

82,896

教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 学校教育の充実 121,031千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 学校や地域・保護者・教育関係者等が参画・協働し、生命を尊重する心
「 い の ち の 教 育 」

261 を育てるための実践研究を実施
展 開 事 業

研究指定校 ２校

児童生徒の豊かな想像力を育む読書活動を推進するため、学校図書館の

読書センターとしての機能を活かした取組を実施
学校図書館の振興に

420 研究指定校 １校
向けた調査研究事業

フォーラムの開催 令和５年２月14日

実践事例集の作成

休日の中学校部活動指導の段階的な地域移行に向けた実践研究を実施

地域部活動推進事業 525 モデル地域 生駒市

実践報告会の開催 令和５年２月15日

吉野高校・奈良南高校、十津川高校における技術者の育成

森林環境教育推進事業 高田高校における森林環境教育指導者育成のための研修を実施 １回
2,011

[ 森 林 環 境 保 全 ] 青翔中学校における森林環境体験学習を実施 １回

初任者等を対象とした教員研修（現地・オンライン研修）を実施 ３回

通学費 補助率1／4

遠 距 離 児 童 ・ 生 徒 山添村、高取町、下市町、野迫川村、十津川村、東吉野村
8,065

通 学 費 補 助 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

補助対象町村数（町村） 5 6 6
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 児童生徒へのきめ細かな対応や教員の働き方改革を実現するため、公立

学 力 向 上 を 目 的 小中学校へ学校教育活動を支援する多様な地域人材を配置する市町村等

と し た 学 校 教 育 46,271 に対し補助

活 動 支 援 補 助 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

補助対象市町村・一部事務組合数（団体） 18 12 11

県立学校において、新型コロナウイルス感染症対策を徹底した学校教育

県 立 学 校 感 染 症 活動や、子どもたちの学習保障のための環境整備を実施
32,309

対 策 充 実 事 業 サーキュレーター、消毒用アルコール等の購入 ほか

対象校 高等学校 33校 中学校 １校 特別支援学校 10校

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、公立幼稚園がマスクや消毒
児 童 福 祉 施 設 等

15,573 液等を購入する費用等に対し補助
感 染 拡 大 防 止 事 業

補助先 17市町村

幼稚園における業務の効率化を図るため、オンライン研修受講や保育参
児 童 福 祉 施 設 等

13,229 観等のための環境整備に対し補助
ＩＣＴ環境整備事業

補助先 大和高田市、橿原市、生駒市、斑鳩町、天川村

幼稚園、小学校等の送迎バスへの安全装置の設置、ＩＣＴを活用した登
子どもの安心・安全

2,367 園管理システム・子ども見守りサービスの導入に対し補助
対 策 支 援 事 業

補助先 生駒市、吉野町

376 人 権 教 育 推 進 費 54,545 45,531 ２ 共生社会の実現 5,487千円

(人権・地域教育課) 国 1,877
事 業 名 金 額 内 容

使 1

起 5,700 千円 「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」を踏まえ、教職員の部落

㊀ 37,953 問題意識を高め、部落問題学習を推進するための研修の実施及び指導者
部落差別の解消の推進

2,331 用資料の作成
に向けた教育支援事業

研修会 ３回 検討委員会 ２回 作業部会 11回

配布数 1,600冊

外国人に対する良質な日本語学習の場の提供

日 本 語 教 育 体 制 日本語教室等を対象にした指導者育成研修等の実施
3,156

整 備 事 業 指導者育成研修実施数 ５回

日本語教室への講師派遣回数 43回
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378 地 域 教 育 推 進 費 53,496 41,743 ３ 地域ぐるみの教育 37,206千円

(人権・地域教育課) 国 17,884
事 業 名 金 額 内 容

諸 2

㊀ 23,857 千円 子どもの様々な課題の解決及び地域教育力の向上を図る仕組みを構築し、

地域社会を活性化させる取組を推進する市町村に対し補助

学校・地域パートナー 学校・地域パートナーシップ事業実施市町村数 32市町村
35,151

シ ッ プ 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

学校・地域パートナーシップ事業実施数

（カ所） 230 228 232

県立学校の魅力創造、地域・社会に貢献する人材育成、地方創生の実現

を図るため、生徒が主体的に取り組む地域や地元企業等と協働する活動

県 立 学 校 に よ る を支援
1,463

地域との協働推進事業 実施学校数 高等学校 32校 特別支援学校 10校

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

延べ参加生徒数（名） 6,164 4,135 7,581

県内公立学校におけるコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

の導入を支援

アドバイザーの派遣

研修会や連絡会等の開催による連携・協働体制の構築

コミュニティ・スクール コミュニティ・スクール導入校数
592

推 進 体 制 構 築 事 業 小学校 97校 中学校 51校 義務教育学校 ２校

高等学校 30校

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

小・中・義務教育学校における導入率

（％） 43.0 50.7 53.0

378 教 育 研 究 所 費 1,764,399 1,195,687 地域で子どもを健やかに育てる［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

教 育 委 員 会 国 135,291
事 業 名 金 額 内 容

企 画 管 理 室 使 39

越 94,722 千円

就学前教育推進事業 10,788 就学前教育センターへの就学前教育アドバイザーの配置 ３名
諸 25,155

㊀ 940,480

前年度繰越分 前年度繰越分 健康寿命日本一を目指した健康づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 17,338千円

267,591 178,612
事 業 名 金 額 内 容

当該年度分 当該年度分

1,496,808 1,017,075 千円 小・中・高校生対象のメール相談窓口の運営

翌年度へ繰越 相談員数 ２名
自 殺 対 策 強 化 事 業 10,349

381,971 教職員を対象に自殺予防に特化した研修の実施

回数 ２回 参加者数 延べ183名
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 中学・高校生の悩みや不安の重大化を防ぐため、ＳＮＳを活用した相談

窓口を設置
ＳＮＳ相談窓口の設置 6,989

設置期間 令和４年８月24日～９月６日、令和５年１月４日～17日

相談件数 2,936件

教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 学校教育、家庭教育の支援 147,414千円

事 業 名 金 額 内 容

千円

いじめ対策支援事業 11,153 児童相談員として教職員経験者等を公立小学校に派遣 20名

学校の教育相談体制の強化を図るとともに、いじめや不登校等多様化す

る課題の背景にある児童生徒の悩みを受け止め、心理的安定を促すため、

スクールカウンセラーを配置

配置校数 小学校 20校 中学校 95校 義務教育学校 ７校

高等学校 29校

スクールカウンセラー 相談件数 14,015件
117,344

等 の 配 置 促 進 事 業 児童生徒の抱える諸課題について、社会福祉関係機関と連携した支援を

実施するため、社会福祉士等を生活支援アドバイザーとして公立小・中

学校及び県立高等学校等へ派遣

派遣校数 小学校 56校 中学校 35校 義務教育学校 ４校

高等学校 37校

相談件数 2,465件

奈 良 県 域 教 育 奈良県域統合型校務支援システムを導入する市町村への支援 ５市町村
3,123

情 報 化 推 進 事 業 教員のＩＣＴ活用指導力を高めるための研修の実施

県立学校の運営に必要な通信ネットワーク回線等の管理

県 立 学 校 通 信 教育系及び校務系インターネット接続回線の運用
8,696

ネットワーク等の管理 インターネット環境のない家庭の児童生徒にモバイルルータを貸与

貸与台数 100台

ＩＣＴ教育環境の整備を進めるため、校舎の改修等が完了した県立学校
県立学校ネットワーク

7,098 に、高速大容量通信ネットワークを整備
整 備 事 業

山辺高校、大宇陀高校、磯城野高校、王寺工業高校
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380 教 職 員 費 38,209,860 37,137,319 ２ 学校教育の充実（小学校） 56,393千円

(教 職 員 課) 国 9,563,073
事 業 名 金 額 内 容

繰 200,000

㊀ 27,374,246 不登校の未然防止・ 千円 不登校児童に適切な教育的支援を行うための非常勤講師の配置
2,934

早 期 対 応 事 業 小学校 ７校

複式学級編制基準の改善

１年生を含む場合

（法基準）２学年で８人以下→（県単）２学年で６人以下
複 式 学 級 編 制

53,459 その他の学年の場合
基 準 の 改 善

（法基準）２学年で16人以下→（県単）２学年で14人以下

とび複式学級の解消

小学校 ７校

380 教 職 員 費 22,386,935 22,136,387 ３ 学校教育の充実（中学校） 33,432千円

(教 職 員 課) 国 5,221,188
事 業 名 金 額 内 容

繰 200,000

㊀ 16,715,199 不登校の未然防止・ 千円 不登校生徒に適切な教育的支援を行うための非常勤講師の配置
3,418

早 期 対 応 事 業 中学校 12校

複式学級の解消

複 式 学 級 編 制 （法基準）２学年で８人以下→（県単）単式学級化
22,602

基 準 の 改 善 全学年複式学級の解消

中学校 ３校

中学校における免許外教科担任の解消を図り、教育効果を上げるため、
免許外教科担任解消

7,412 非常勤講師を配置
非 常 勤 講 師 の 配 置

中学校 22校

382 高 等 学 校 管 理 費 2,804,508 2,651,807 ４ 高等学校等の就学支援 2,077,833千円

(学 校 支 援 課) 国 2,077,751
事 業 名 金 額 内 容

使 7,882

手 39,987 千円 教育にかかる経済的負担の軽減を行うため、授業料相当額の高等学校等

財 2,047 就学支援金を支給

諸 19,607 就学支援金受給者数 （実人数） 18,636名
公 立 高 等 学 校

㊀ 504,533 2,077,670 全日制 （月 額） 9,900円
就 学 支 援 事 業

定時制 （月 額） 2,700円

定時制（単位制） （１単位） 1,740円

通信制 （１単位） 336円
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 公立高等学校専攻科において、低所得世帯の教育に係る経済的負担の軽

減を行うため、授業料に対し補助

公 立 高 等 学 校 修学支援金受給者数 （実人数） ３名
163

専攻科修学支援事業 市町村民税の課税標準額×６％－市町村民税の調整控除額

100円未満の世帯 （月 額） 9,900円

100円以上51,300円未満の世帯 （月 額） 4,950円

384 教 育 振 興 費 1,074,831 995,813 地域雇用戦略［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 21,271千円

学 校 支 援 課 国 109,654
事 業 名 金 額 内 容

高校の特色づくり 財 8,126

推 進 課 繰 1,025 千円 模擬株式会社等の運営を行う学校の指定 ３校

諸 57,841 キャリアプランナー、インターンシップコーディネーターの配置 ２名

㊀ 819,167 就職希望者をサポートするためのキャリア教育支援員の配置 ２名

翌年度へ繰越 高校生キャリア教育 オンラインによる高校生合同企業説明会（高校２年生対象）の実施
3,251

9,887 総 合 支 援 事 業 参加企業数 70社 参加生徒数 150名

若年者就労相談窓口「ひまわり」による就労相談 ２回

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

インターンシップ実施率（％） － 73 80

介護分野への多様な人材の参入を促進するため、福祉に関する科目等を

高 校 生 介 護 人 材 学ぶ生徒による研修等を実施

育 成 事 業 1,025 実施校 二階堂高校、榛生昇陽高校・宇陀高校、磯城野高校

[ 地 域 医 療 介 護 ] 研修会の実施 ４回 フリーペーパーの作成 ５回

介護現場における実習 ６回

地元企業と連携し、実践的な職業教育を充実する取組を実施

包括連携協定に基づき無償貸与を受けているＤＭＧ森精機（株）の工

業機器を授業に活用
地域社会との連携を

包括連携協定に基づく関西電力（株）との人材育成プログラムの実施
核 と し た 人 材 4,958

実施校 奈良朱雀高校・奈良商工高校、御所実業高校、
育 成 推 進 事 業

王寺工業高校

工業機器活用に必要な整備を実施

企業見学や企業実習を実施

職業教育を主とする専門学科の実習備品を整備

工 業 高 校 等 備 品 山辺高校 農業科実習用犬 ２頭
7,079

整 備 事 業 磯城野高校 乗用運搬機 ３台

王寺工業高校 オシロスコープ ８台
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南部地域の振興に貢献する人材を育成するため、職業教育に必要な実習

備品を整備

南部地域における産業 御所実業高校 温室カーテン一式、折り曲げ機 ２台、
4,958

連 携 教 育 支 援 事 業 実験ガラス器具洗浄機 １台

吉野高校・奈良南高校 トータルステーション一式、

非破壊試験機 ２台、含水計 ３台

教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 高等学校教育等の就学奨励 363,464千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 貸与者数 180名

国公立 （月額） 18,000円 ［ 5,000円］

私 立 （月額） 30,000円 ［17,000円］

自宅外通学者加算 （月額） 5,000円 ［ 5,000円］
修学支援奨学金の貸与 48,573

へき地加算 （月額） 12,000円 ［ － ］

［ ］内は生活保護高等学校等就学費受給者にかかる貸与額

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

貸与者のうち高校課程修了者の割合（％） 97 95 97

受給者数 2,766名

生活保護受給世帯 （年額） 32,300円
国 公 立 の 高 校 生 等

314,891 第１子の高校生等がいる非課税世帯 （年額） 114,100円
奨学給付金支給事業

23歳未満の被扶養者の兄・姉がいて、

第２子以降の高校生等がいる非課税世帯 （年額） 143,700円

２ 学校教育の充実

事 業 名 金 額 内 容

千円 生徒・教員用のパソコンの運用、生徒・教員用ネットワークの分離
Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 環 境

643,201 及び情報セキュリティの強化、統合型校務支援システムの運用
推 進 事 業

県立学校 47校

財政マネジメント［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

民間債権回収業者等 千円 回収困難な高校等奨学金返還未収金の回収を民間債権回収業者に委託
9,268

への未収金回収委託 回収未収金額 52,657千円
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

386 高 等 学 校 建 設 費 1,360,148 1,172,219 教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 1,155,791千円

(学 校 支 援 課) 起 235,800
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 936,419

高 等 学 校 耐 震 化 等 千円

654,126 宇陀高校（大宇陀学舎） 改築工事
整 備 事 業

県 立 学 校 長 寿 命 化 長寿命化整備に向けた老朽箇所調査等 ５校
35,383

整 備 事 業 特別教室への空調設備の設置 24室

県 立 学 校 そ の 他 県立高校の施設の改修等を実施
466,282

整 備 事 業 十津川高校 屋上防水改修工事 ほか

388 特 別 支 援 学 校 管理 費 814,371 585,915 地域雇用戦略［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

学 校 支 援 課 国 152,031
事 業 名 金 額 内 容

高校の特色づくり 使 1,429

推 進 課 財 2 千円 特別支援学校高等部の職業教育に必要な教材、備品等の整備

諸 382 特 別 支 援 学 校 職 業 奈良養護学校 ミシン 奈良西養護学校 陶芸製作台 ほか
3,101

起 600 教育等設備整備事業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

㊀ 431,471 教材、備品等の整備学校数（校） 10 10 10

前年度繰越分 前年度繰越分

128,200 80,951 教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 217,107千円

当該年度分 当該年度分
事 業 名 金 額 内 容

686,171 504,964

翌年度へ繰越 千円 特別支援学校への就学の特殊事情に鑑み、保護者等の経済的負担を軽減

134,654 特 別 支 援 学 校 するため、就学に必要な経費に対し補助
132,522

児童生徒就学奨励費 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

受給者数（名） 1,380 1,384 1,264

特 別 支 援 学 校 老朽化に伴う、特別支援学校の固定遊具の更新
3,350

遊 具 更 新 事 業 盲学校 ブランコ 二階堂養護学校 すべり台 ほか

特 別 支 援 学 校
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、スクールバスを増車

ス ク ー ル バ ス 80,951
特別支援学校 ６校 増車台数 ７台

感 染 症 対 策 事 業

看護師同行の福祉タクシーの運行により、医療的ケアを必要とする児童
医 療 的 ケ ア 児 の

284 生徒の通学を支援
通 学 支 援 事 業

奈良養護学校 １名 明日香養護学校 ４名
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388 特 別 支 援 学 校 建設 費 399,929 295,180 教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 295,179千円

(学 校 支 援 課)
国 30,153 事 業 名 金 額 内 容

起 194,700
千円 長寿命化整備に向けた老朽箇所調査等 １校

㊀ 70,327 県 立 学 校 長 寿 命 化
39,944 トイレの洋式化 79基

前年度繰越分 前年度繰越分 整 備 事 業
特別教室への空調設備の設置 ８室

45,876 32,864

当該年度分 当該年度分
特別支援学校の施設の改修等を実施

354,053 262,316 県 立 学 校 そ の 他
255,235 奈良養護学校 給水設備改修工事

翌年度へ繰越 整 備 事 業
二階堂養護学校 空調設備設置工事 ほか

36,000

390 健康・安全教育推進費 144,163 140,725 地域雇用戦略［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 33,875千円

(健康・安全教育課) 国 23,415
事 業 名 金 額 内 容

諸 2,337

㊀ 114,973 千円 休日の中学校部活動指導の段階的な地域移行に向けた実践研究を実施
地域部活動推進事業 1,319

モデル地域 生駒市、香芝市、明日香村

公立中学校において、部活動指導員を配置する市町村に対し補助

補助先 奈良市外21市町村

部 活 動 指 導 員 部活動指導員配置数 197名
32,556

配 置 促 進 事 業 県立学校に部活動指導員を配置

配置先 高田高校外３校

部活動指導員配置数 ４名

「安全安心な地域」づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

千円 通学通園路の安全を確保し、通学中や園外保育中における不慮の事故か

ら子どもの命を守るための施策を推進
子どもの通学通園路の

258 通学路等安全対策推進会議の開催
安 全 確 保 推 進 事 業

交通安全、防犯、防災についての講習会の開催

通学路合同点検の巡回指導
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

健康寿命日本一を目指した健康づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

千円 がんの予防及び早期発見の重要性等について理解を深めるよう、学校関

係者及び保健医療関係者と連携を図り、がんに関する学習活動を推進

小学生向けリーフレットの作成 14,000部
がん教育総合支援事業 805

中学生向けリーフレットの作成 12,500部

公立高等学校12校で外部講師を活用したがん教育及び公開講演会等を実

施し、高等学校におけるがん教育を推進

だれでもいつでもどこでもスポーツできる環境づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

千円 近畿各府県において持ち回り開催される近畿中学校総合体育大会の開催
第 7 1 回 近 畿 中 学 校

経費に対し補助
総合体育大会奈良大会 4,100

競 技 数 20競技
開 催 補 助

参加者数 7,513名

教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 9,684千円

事 業 名 金 額 内 容

県 立 学 校 千円 給食調理機器を更新
3,132

給 食 環 境 整 備 事 業 奈良養護学校 真空冷却器の購入 ほか

体育における個別最適な学びを充実するため、１人１台端末を活用した
Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ー ル

授業モデル研究として、公開授業、研究発表、実技研修を実施
環 境 下 に お け る 1,977

モデル校数 ４校（小学校２校、中学校２校）
体育活動の充実事業

参加者数 延べ500名

県 立 学 校 給 食 費 食材費高騰の影響を緩和するため、県立特別支援学校等の学校給食費の
4,575

負 担 軽 減 事 業 一部を支援
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

392 県 立 大 学 費 864,217 769,819 教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(教 育 振 興 課) 国 24,877 県立大学の充実 766,604千円

起 20,100
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 724,842

公 立 大 学 法 人 千円

業務運営に必要な経費の財源に充てるため、公立大学法人奈良県立大学
奈 良 県 立 大 学 278,182

に対し運営費交付金を交付
運 営 費 交 付 金

公 立 大 学 法 人

奈 良 県 立 大 学 302,414 中期目標の達成に向けた取組に対し補助

中期目標関連費補助金

公 立 大 学 法 人
教育に係る経済的負担の軽減を行うため、公立大学法人奈良県立大学が

奈 良 県 立 大 学 43,245
行う授業料及び入学金の減免に対し補助

修 学 支 援 補 助 金

教育に係る経済的負担の軽減を行うため、公立大学法人奈良県立大学が

県立大学附属高等学校 行う授業料相当額の就学支援金の支給に対し補助
20,582

就 学 支 援 事 業 就学支援金受給者数 （実人数） 182名

（月 額） 9,900円

受給者数 11名

支給額
県立大学附属高等学校

生活保護受給世帯 年額 32,300円
奨 学 の た め の 1,374

第１子の高校生等がいる非課税世帯 年額 114,100円
給 付 金 支 給 事 業

中学生を除く15歳以上23歳未満の被扶養者がい

て、第２子以降の高校生等がいる非課税世帯 年額 143,700円

県立大学の施設整備

県 立 大 学 整 備 事 業 96,748 クラブハウス建築工事

（仮称）教育研究棟建築工事基本・実施設計

県立大学工学系第２学部開設に向けた取組を推進

県立大学工学系第２学部に係る基本構想の策定

奈良県工学系大学に係る施設整備基本計画の策定
県立大学工学系第２学部

20,221 【今後の取組】
整 備 推 進 事 業

産学官の連携・協働等による、県内での新規産業や新興企業の創出、

県内企業の新たな事業展開等を推進するための新たな方策を調査・検

討

光熱費等高騰対策事業
エネルギー価格・物価高騰による負担軽減を図るため、公立大学法人奈

（奈良県立大学・奈良 3,838
良県立大学に対し補助

県立大学附属高等学校）
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